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                               報告（４）  

                     令和８年（２０２６年）７月２３日 

  

 

公益財団法人熊本市学校給食会の経営状況について 

 

  

第１ 令和７年度決算 

１ 貸借対照表（令和８年３月３１日） 

                                （単位：円） 

資 産 の 部 負債及び正味財産の部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

流動資産 290,540,124 流動負債 291,028,395 

 現金預金 313,991  未払金 290,111,386 

 未収金 290,226,133  預り金 27,009 

    賞与引当金 890,000 

固定資産 114,099,131 固定負債 11,000,000 

 基本財産 101,591,199  退職給付引当金 11,000,000 

 特定資産 11,000,000 （負債合計） 302,028,395 

 その他固定資産 1,507,932 正味財産 102,610,860 

   指定正味財産 101,591,199 

   一般正味財産 1,019,661 

合  計 404,639,255 合  計 404,639,255 
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２ 正味財産増減計算書（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで） 

公益目的事業会計 

                                （単位：円） 

支 出 の 部 収 入 の 部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

経常費用 経常収益 

事業費 3,894,415,749 事業収益 3,855,930,395 

 物資代金 3,855,930,395  物資代金収益 3,855,930,395 

人件費 31,501,043 受取負担金 1,533,373 

その他事業費支出 6,984,311  受取学校負担金 1,233,373 

  受取事業共催負担金 300,000 

  業務委託料 35,100,563 

引当金繰入額 890,000  業務委託料 35,100,563 

 

退職給付引当金繰入

額 
0 雑収益 84,996 

賞与引当金繰入額 890,000  雑収益 84,996 

  引当金取崩額 0 

   退職給付引当金取崩

額 
0 

経常費用計 3,895,305,749 経常収益計 3,892,649,327 

一般正味財産期末残高 △7,409 一般正味財産期首残高 2,649,013 

合  計 3,895,298,340 合  計 3,895,298,340 
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 法人会計 

（単位：円） 

支 出 の 部 収 入 の 部 

科  目 金  額 科  目 金  額 

経常費用 経常収益 

管理費 2,016,196 基本財産運用益 1,102,797 

 人件費 1,126,224  基本財産受取利息 1,102,797 

 その他管理費支出 889,972 受取負担金 0 

引当金繰入額 0  受取学校負担金 0 

 

退職給付引当金繰入

額 
0 業務委託料 869,437 

賞与引当金繰入額 0  業務委託料 869,437 

  雑収益 43,962 

  
 
受取利息 43,962 

  雑収益 0 

  引当金取崩額 0 

   
退職給付引当金取崩

額 
0 

経常費用計 2,016,196 経常収益計 2,016,196 

一般正味財産期末残高 1,027,070 一般正味財産期首残高 1,027,070 

  
当期指定正味財産増減

額 
213,132 

指定正味財産期末残高 101,591,199 指定正味財産期首残高 101,378,067 

合  計 104,634,465 合  計 104,634,465 
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３ 事業実績 

  (1) 学校給食用物資の供給事業 

   ア 物資購入委員会の開催 計１７回 

イ 青果物査定会の開催 計１７回 

ウ 食肉査定会の開催 計３回 

エ 納入業者対象の食品安全衛生研修会の開催 

オ 学校給食用物資の定期検査及び放射性物質検査 

(2) 学校給食の普及奨励・食育推進事業 

ア 学校給食交流会の支援 

イ 学校給食用物資の生産地視察 

ウ 学校給食用物資納入懇談会の開催 

エ 青果物使用予定についての懇談会の開催 

オ 食育推進を中核として活動している団体への協力・支援 

(3) 学校給食の実施に必要な調査・研究事業 

ア 学校給食用物資検討委員会の開催 

イ 納入組合代表者ヒアリングの実施 

ウ 熊本県学校給食研究協議大会への参加 

(4) その他 

ア 市産品導入の推進（地産地消） 

イ 特別栽培・エコファーマー農産物導入の推進 

ウ 学校給食用物資新商品展示会 
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第２ 令和８年度事業計画 

１ 学校給食用物資の供給事業 

(1) 物資購入委員会の開催 

(2) 青果物査定会の開催 

  (3) 納入業者対象の食品安全衛生研修会の開催 

  (4) 学校給食用物資の定期検査 

 ２ 学校給食の普及奨励・食育推進事業 

(1) 学校給食交流会の支援 

(2) 学校給食用物資の生産地視察 

(3) 登録業者工場視察研修会の開催 

(4) 青果物使用予定についての懇談会の開催 

(5) 食育推進を中核として活動している団体への協力・支援 

 ３ 学校給食の実施に必要な調査・研究事業 

(1) 学校給食用物資検討委員会の開催 

(2) 熊本市学校給食用物資納品規格集編集会議 

(3) 納入組合代表者ヒアリングの実施 

(4) 全国学校給食・栄養教諭等研究協議大会等への参加 

４ その他 

(1) 市産品導入の推進（地産地消） 

(2) 特別栽培・エコファーマー農産物導入の推進 

(3) 学校給食用物資新商品展示会
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第３ 令和８年度予算 

 公益目的事業会計 

（収入）                           （単位：千円） 

大 科 目 中 科 目 金  額 説  明 

経 常 収 益 

事 業 収 益 4,133,000  

 物資代金収益    4,133,000 共同購入物資代 

受 取 負 担 金 1,600  

 
受取学校負担金 1,300 

附属小・特別支援学

校負担金 

受取事業共催負担金  300 
（公財）熊本県学校

給食会 

業 務 委 託 料 39,817  

 業務委託料 39,817 
熊本市からの業務委

託料 

賞与引当金取崩収入 890  

 賞与引当金取崩収入 890  

給与改定積立金取崩収入 0  

 
給与改定積立金取崩収

入 
0  

雑 収 益 100  

 雑収益 100 
伝票（納品書・請求

書）売上代等  

特定資産取崩収入 0  

             退職給付引当資産取崩

収入 
0  

経 常 収 益 計 4,175,407  

合   計 4,175,407  
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（支出）                           （単位：千円） 

大 科 目 中 科 目 金  額 説  明 

経 常 費 用 

事 業 費 4,176,274  

 

物資代金 4,133,000 共同購入物資代 

人件費 35,108 
役員報酬、給与、福利

厚生費等 

その他事業費 8,166 賃借料、租税公課等 

経 常 費 用 計 4,176,274  

一般正味財産期末残高 △867  

合   計 4,175,407  
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法人会計 

（収入）                           （単位：千円） 

大 科 目 中 科 目 金  額 説  明 

経 常 収 益 

基本財産運用益 1,100  

 基本財産受取利息 1,100 
基本財産（１億円）の

利息 

受 取 負 担 金 0  

 受取学校負担金       0 

 

業 務 委 託 料 1,153  

 業務委託料 1,153 
熊本市からの業務委

託料 

雑 収 益 10  

 受取利息 10 預金利息 

退職給付引当金取崩額 0  

 退職給付引当金取崩額 0  

経 常 収 益 計 2,263  

一般正味財産期首残高 3,676  

当期指定正味財産増減額 213  

指定正味財産期首残高 101,378  

合   計 107,530  
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（支出）                           （単位：千円） 

大 科 目 中 科 目 金  額 説  明 

経 常 費 用 

管 理 費 2,263  

 人件費 1,189 
役員報酬、福利厚生

費等 

管理費 1,074 租税公課等 

経 常 費 用 計 2,263  

一般正味財産期末残高 3,676  

指定正味財産期末残高 101,591  

合   計 107,530  

 

 （提出理由） 

  公益財団法人熊本市学校給食会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第 

２２１条第３項の法人に該当するので、同法第２４３条の３第２項の規定に基づき、

その経営状況について報告するものである。 


